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2020年6月 1 アジアの成長と共に

2 アジア・リート （シンガポール・香港） の市場動向

1【本資料に関するご注意事項等】を必ずご覧ください。

今、おさえたい

アジア・リート
のポイント

Ｔｏｐｉｃ
新型コロナウイルス感染症（新型肺炎）
感染拡大のアジア・リート市場への
影響について

ファンド情報提供用資料
（データ基準日：2020年4月末）

追加型投信／海外／不動産投信

国際 アジア・リート・
ファンド（通貨選択型）
為替ヘッジなしコース（毎月決算型）
円コース（毎月決算型）
インド・ルピーコース（毎月決算型）
インドネシア・ルピアコース（毎月決算型）

※ファンドは、特化型運用を行います。
・アジアは、中国、香港、インド、インドネシア、韓国、マレーシア、フィリピン、
シンガポール、スリランカ、台湾、タイ、ベトナムの合計値です。

（出所） IMF World Economic Outlook Database October 2019
のデータを基に三菱UFJ国際投信作成

・上記は指数を使用しており、ファンドの運用実績を示すものではありません。・指数の
各国・地域の構成銘柄の時価総額を基に算出しています。時価総額は、１米ドル＝107.18
円で換算しています。用途分類はS&PグローバルREIT指数に基づきます。・上記はシンガ
ポール、香港、マレーシア、タイ、韓国を合計したものです。・構成比率は四捨五入している
ため、合計が100％にならない場合があります。また、各国・地域の時価総額の合計が
アジアの時価総額の合計と一致しない場合があります。

（出所）Bloomberg、S&Pのデータを基に三菱UFJ国際投信作成

 多くのアジア諸国・地域では、経済成長に伴い1人当たり名目GDPが増加しています。また、都市部への人口

集中が進展しており、都市部の発展とともに不動産市場への堅調な需要が見込まれます。

 近年、アジア・リート市場では、物流不動産などの産業用施設の構成比率が上昇しており（2017年4月末：14.7％

→2020年4月末：22.8％）、オンラインショッピング増加に伴う需要拡大などから今後の成長を支えることが期待

されます。

 シンガポール・香港のリート市場はおおむね堅調に推移してきましたが、新型肺炎の感染拡大の影響を受け

年初来では下落しました。しかし下落率は日米に比べ抑えられています。

 シンガポール・香港のリートの1株当たり配当金は今後も増加していくと予想されており、不透明な投資環境に

おいてもインカムの積上げが期待されます。

アジア・リート市場の用途別構成比率

※本資料は「国際 アジア・リート・ファンド（通貨選択型）」の概略を記載したものです。このため、ファンドの商品性、リスク、お申込みメモなどについては投資信託説明書（交付目論見書）をご確認いただく必要があります。

・ホテル
観光客等の減少による稼働率の大幅な
低下による賃料収入の減少

・小売り
商 業 施 設 へ の 客 足 鈍 化 に よ る 入 居
テナントの売上減少に伴う短期的な
賃料改定（引き下げ）

・専門特化型（データセンターなど）
在宅勤務による通信データ量の増加に
伴う需要拡大などから影響は相対的に
軽微

・産業用施設（物流不動産など）
オンラインショッピング増加に伴う需要
拡大などから影響は相対的に軽微

・上記はアジア・リート市場を構成する用途の一部を記載しており、
全てを網羅するものではありません。

【アジア】 時価総額：11兆円
ホテル 2.5％

住宅 1.9％

ヘルスケア 1.8％

その他 3.4％

（2020年4月末時点）

・指数については【本資料で使用している指数について】をご覧ください。・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。
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アジアの1人当たり名目GDPの推移

各国・地域のリート指数の推移
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・アジアは、中国、香港、インド、インドネシア、韓国、マレーシア、フィリピン、
シンガポール、スリランカ、台湾、タイ、ベトナムの合計値です。

（出所）国連「World Urbanization Prospects: 
The 2018 Revision」のデータを基に三菱UFJ国際投信作成

アジアの都市人口の推移

（期間：1990年～2050年、5年毎）
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2006年6月末＝100として指数化

（期間：2006年6月末～2020年4月末）

・上記4カ国・地域の各指数（現地通貨建配当込み）を使用しています。・当ファンドは日本、米国のリートには投資を行いません。
（出所）S&Pのデータを基に三菱UFJ国際投信作成
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・2020年以降は2020年5月22日時点における予想値を掲載しています。
（出所）Bloombergのデータを基に三菱UFJ国際投信作成

1株当たり配当金の推移

（期間：2018年～2022年）

組入第1位 ＬINK ＲＥＩＴ（香港、用途：小売り）

 アジア・オセアニア地域でリート価格の時価総額最大級

 中核保有物件の香港商業施設などのテナントは、地元住民向け

の嗜好品やスーパーが大部分を占めているため、同リートの

テナントの売上高成長率は、香港の小売りリート全体のテナント

の売上高成長率の平均を上回っています。香港への旅客者減な

どから消費が落ち込む局面でもプラス成長を持続してきました。

・上記は当ファンドの理解を深めていただくため、2020年4月末の組入上位銘柄から
一部を紹介したものです。したがって、個別銘柄の推奨を目的とするものではなく、
当ファンドにおいて上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。

ご参考：組入銘柄のご紹介



【ファンドの費用】
[購入時手数料] 購入価額に対して、上限3.30％（税抜 3.00％） 販売会社が定めます （購入される販売会社により異なります。くわしくは、販売会社にご確認く
ださい。）

［信託財産留保額] ありません。

[運用管理費用（信託報酬）] ■各通貨コース：日々の純資産総額に対して、年率1.2430％（税抜 年率1.1300％）をかけた額※日々計上され、各通貨コースの基準価額

に反映されます。毎決算時または償還時に各通貨コースから支払われます。 ■投資対象とする投資信託証券：投資対象ファンドの純資産総額に対して、年率0.74％程度
（運用および管理等にかかる費用）（マネー・プール マザーファンドは除きます。） ■実質的な負担：各通貨コースの純資産総額に対して、年率1.9830％程度（税抜
年率1.8700％程度）※各通貨コースの信託報酬率と、投資対象とする投資信託証券の信託（管理）報酬率を合わせた実質的な信託報酬率です。

[その他の費用・手数料] 以下の費用・手数料についても各通貨コースが負担します。・監査法人に支払われる各通貨コースの監査費用・有価証券等の売買時に取引

した証券会社等に支払われる手数料・有価証券等を海外で保管する場合、海外の保管機関に支払われる費用・その他信託事務の処理にかかる諸費用 等 ※上記の

費用・手数料については、売買条件等により異なるため、あらかじめ金額または上限額等を記載することはできません。 ※監査費用は、日々計上され、各通貨コースの基準価額に反映

されます。毎決算時または償還時に各通貨コースから支払われます。

※投資対象とする投資信託証券における信託（管理）報酬率を含めた実質的な信託報酬率について、信託財産に関する租税、組入有価証券の売買時の売買委託手数料、信託事務の処理に

要する費用、信託財産の監査に要する費用、外国投資信託証券のファンド設立に係る費用、法律関係の費用、外貨建資産の保管などに要する費用、借入金の利息および立替金の利息等は

確定していないことなどから、実質的な信託報酬率には含めておりません。 ※実質的な主要投資対象である不動産投資信託等には運用等にかかる費用が発生しますが、投資する不動産

投資信託等は固定されていない等により、あらかじめ金額および上限等を記載することはできません。 ※上記の費用（手数料等）については、保有金額または保有期間等により異なる

ため、あらかじめ合計額等を記載することはできません。なお、各通貨コースが負担する費用（手数料等）の支払い実績は、交付運用報告書に開示されていますのでご参照ください。

【本資料で使用している指数について】 各国・地域のリート：S&PグローバルREIT指数およびその国別指数：S&PグローバルREIT指数およびその国別指数とは、S&P

ダウ・ジョーンズ・インデックスLLCが有する各株価指数の採用銘柄の中から、 原則として不動産投資信託（REIT）および同様の制度に基づく銘柄の浮動株修正時価総額に基づいて算出

される指数です。各指数はS&Pダウ・ジョーンズ・インデックス（S&P DJI）の商品であり、これを利用するライセンスが三菱UFJ国際投信株式会社に付与されています。S&P DJIは、

同指数の誤り、欠落、または中断に対して一切の責任を負いません。

【本資料に関するご注意事項等】 ■本資料は三菱ＵＦＪ国際投信が作成した情報提供資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。投資信託をご購入の

場合は、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。■本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく

変更されることがあります。■本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。■投資信託は、預金等や保険

契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。銀行等の登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の補償の対象ではあり

ません。 ■投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運用を行います。

【ファンドの目的】
安定したインカムゲインの確保と信託財産の成長を目指して運用を行います。

【ファンドの特色】
国際 アジア・リート・ファンド（通貨選択型）は、為替戦略が異なる４つの通貨
コースから構成されています。
 販売会社によっては、各通貨コース間でスイッチング*1が可能です。

＊１ スイッチングとは、各通貨コースを換金した受取金額をもって当該換金の請求日に
各通貨コースの購入の申込みを行うことをいいます。

特色1：日本を除くアジア諸国・地域の金融商品取引所に上場（これに準ずるも
のを含みます。）している不動産投資信託（リート）等に投資します。
 アジア・リート・マスター・ファンド*2（以下「ARMF」ということがあります。）への

投資を通じて、主として日本を除くアジア諸国・地域の金融商品取引所に上場
（これに準ずるものを含みます。）している不動産投資信託（リート）等に投資を
行います。また、マネー・プール マザーファンドへの投資も行います。
*2 ARMFは、ケイマン籍投資信託証券で、イーストスプリング・インベストメンツ（シンガポー
ル）リミテッドが運用を行います。

 各通貨コースの投資先であるARMFにおいては、シンガポール・ドルや香港ドル
など複数の通貨建の不動産投資信託（リート）等に投資を行います（以下、ARMF
が投資を行う不動産投資信託（リート）等の通貨のことを「原資産通貨」という
ことがあります。）。各通貨コースの投資先であるARMFの各クラスにおける為替
取引は以下の通りです。
〈為替ヘッジなしコース〉 ARMFのLocal Currencyクラスでは、原則として
原資産通貨について為替取引は行いません。
〈円コース〉 ARMFのJPYクラスでは、原則として原資産通貨売り／円買いの
為替取引により対円で為替ヘッジを行い、為替変動リスクの低減をはかります。
〈インド・ルピーコース、インドネシア・ルピアコース〉 ARMFの各クラスでは、
為替取引の対象通貨をそれぞれインド・ルピー、インドネシア・ルピアとして、原則
として原資産通貨売り／各通貨コースの対象通貨買いの為替取引を行います。
為替取引には、外国為替予約取引および直物為替先渡取引（NDF）*3等を活用
します。
*3 直物為替先渡取引（NDF）の詳細は、交付目論見書をご参照ください。

 各ファンドは特化型運用を行います。一般社団法人投資信託協会は信用リスク
集中回避を目的とした投資制限（分散投資規制）を設けており、投資対象に
支配的な銘柄（寄与度＊4が10％を超える又は超える可能性の高い銘柄）が
存在し、又は存在することとなる可能性が高いものを、特化型としています。

 各ファンドは、日本を除くアジア諸国・地域の金融商品取引所に上場している
不動産投資信託（リート）等に実質的に投資します。各ファンドの投資対象には
支配的な銘柄が存在するため、特定の銘柄への投資が集中することがあり、
当該支配的な銘柄に経営破綻や経営・財務状況の悪化が生じた場合には、大き
な損失が発生することがあります。
＊4寄与度とは、投資対象候補銘柄の時価総額の合計額における一発行体あたりの時価
総額が占める比率または運用管理等に用いる指数における発行体あたりの構成比率を指し
ます。

特色2：不動産投資信託（リート）等の安定したインカムゲインの確保と、値上がり
益、および為替差益の獲得を目指します。
 各通貨コースの収益の源泉には、３つの要素があります。

【要素１】日本を除くアジア諸国・地域の不動産投資信託（リート）等への投資：日本
を除くアジア諸国・地域の不動産投資信託（リート）等を実質的な主要投資対象と
することで、安定したインカムゲインの確保と値上がり益の獲得を目指します。

【要素2】原資産通貨と各通貨コース（為替ヘッジなしコースを除く）の対象通貨の
短期金利の差から得られる「為替取引によるプレミアム（金利差相当分の収益）」
：各通貨コース（為替ヘッジなしコースを除く）の対象通貨の短期金利が、原資産
通貨の短期金利*5と比較して高い場合には、「為替取引によるプレミアム（金利差
相当分の収益）」の獲得が期待できます。
※対象通貨の短期金利が、原資産通貨の短期金利と比較して低い場合には、
「為替取引によるコスト（金利差相当分の費用）」が生じます。
※ただし、為替市場の状況によっては、収益または費用が、金利差相当分から
カイ離する場合があります。
＊5 当ファンドにおいて、原資産通貨の短期金利とは、投資している原資産の複数の通貨の
短期金利をその組入比率により加重平均したものです。

【要素3】対象通貨の為替変動（円コースを除きます。）
〈為替ヘッジなしコース〉 原則として原資産通貨について為替取引を行いませ
んので、原資産通貨が対円で上昇（円安）した場合には、為替差益を得ることが
できます。一方、対円で下落（円高）した場合には、為替差損が生じます。
〈インド・ルピーコース、インドネシア・ルピアコース〉 原則として原資産通貨売り
／各通貨コースの対象通貨買いの為替取引を行いますので、各通貨コースの
対象通貨が対円で上昇（円安）した場合には、為替差益を得ることができます。
一方、対円で下落（円高）した場合には、為替差損が生じます。

投資対象国・地域における非常事態（金融危機、デフォルト、重大な政策変更や資産
凍結を含む規制の導入、自然災害、クーデターや重大な政治体制の変更、戦争等の
場合をいいます。）の発生を含む市況動向や資金動向、残存信託期間等の事情に
よっては、特色１、特色２のような運用ができない場合があります。

特色３：毎月決算を行い、収益の分配を行います。
 毎月13日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、収益分配方針に基づいて

分配を行います。

収益分配方針 ・分配対象額の範囲は、経費控除後の配当等収益と売買益
（評価益を含みます。）等の全額とします。・委託会社が基準価額水準、市況動向、
残存信託期間等を勘案して、分配金額を決定します。（ただし、分配対象収益が
少額の場合には分配を行わない場合もあります。）

将来の収益分配金の支払いおよびその金額について保証するものではなく、委託
会社の判断により、分配を行わない場合もあります。

【通貨選択型ファンドの収益／損失に関する説明】

[2.為替取引によるプレミアム／コスト（右図②部分）]・為替取引により、「選択した通貨」（コース）の短期金利が、原資産通貨の短期金利＊よりも高い場合は、その金利差による

「為替取引によるプレミアム（金利差相当分の収益）」が期待できます。（為替ヘッジなしコースを除く）・逆に、「選択した通貨」（コース）の短期金利のほうが低い場合には、「為替

取引によるコスト（金利差相当分の費用）」が生じます。（為替ヘッジなしコースを除く） ＊当ファンドにおいて、原資産通貨の短期金利とは、投資している原資産の複数の通貨の短期金利をその組

入比率により加重平均したものです。※「為替ヘッジなしコース」は為替取引を行わないため、為替取引によるプレミアム／コストは発生しません。※新興国通貨の場合などは、金利差がそのまま反映され

ない場合があります。 [3.為替変動による収益（右図③部分）]・投資対象資産が実質的に選択した通貨（円を除く。以下同じ。）建となるように為替取引を行った結果、右図③の部分に

ついては、「選択した通貨」の円に対する為替変動の影響を受けることとなります。・「選択した通貨」の対円レートが上昇（円安）した場合は、為替差益を得ることができます。

・逆に、「選択した通貨」の対円レートが下落（円高）した場合は、為替差損が生じます。・「為替ヘッジなしコース」は、原資産通貨が対円で上昇（円安）した場合は為替差益を得ることが

でき、逆に原資産通貨が対円で下落（円高）した場合は為替差損が生じます。

※上記は、主な収益源の要素の説明であり、全ての要素を網羅しているものではなく、将来における運用成果を予想あるいは保証するものではありません。市場動向等によっては、

上記の通りにならない場合があります。

【投資リスク】 基準価額の変動要因：基準価額は、リート市場の相場変動による組入リートの価格変動、為替相場の変動等により上下します。また、組入有価証券等の

発行者等の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の影響を受けます。これらの運用により信託財産に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。

したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。投資信託は預貯金と

異なります。主な変動要因は、為替変動リスク、価格変動リスク、金利変動リスク、信用リスク、流動性リスク、カントリー・リスクです。上記は主なリスクであり、これらに限定

されるものではありません。くわしくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

[その他の留意点] ・投資判断によっては特定の銘柄に集中投資することがあります。その場合、より多くの銘柄に分散投資する投資信託と比べて、上記のリスクの影響が

大きくなる可能性があります。・通貨コースによっては、主要投資対象とする外国投資信託への投資を通じて、一部の通貨について、外国為替予約取引と類似する直物為替

先渡取引（NDF）を利用する場合があります。直物為替先渡取引（NDF）の取引価格は、外国為替予約取引とは異なり、需給や当該通貨に対する期待等により、金利差から

理論上期待される水準とは大きく異なる場合があります。この結果、基準価額の値動きは、実際の当該対象通貨の為替市場の値動きから想定されるものと大きくカイ離

する場合があります。・資産によって価格変動リスクが異なることから、通貨選択型投資信託においても、投資対象資産により、基準価額の変動の大きさが異なります。

【収益分配金に関する留意事項】 ◆分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額

相当分、基準価額は下がります。◆分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合が

あります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの

収益率を示すものではありません。◆投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合が

あります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

◆通貨選択型の投資信託は、投資対象資産に加えて、

為替取引の対象となる円以外の通貨も選択することが

できるよう設計された投資信託です。 ※右記イメージ図

は、通貨選択型の投資信託の仕組みを分かり易く表したもので

あり、実際には、ファンド・オブ・ファンズ方式により運用を行い

ます。ファンド・オブ・ファンズ方式については、交付目論見書を

ご参照ください。

◆通貨選択型の投資信託の収益の源泉としては、以下

の３つの要素が挙げられます。これらの収益の源泉に

相応してリスクが内在していることにご留意ください。

[1.投資対象資産による収益（右図①部分）]・投資対象

資産が値上がりした場合等には、基準価額の上昇要因

となります。 ・逆に、投資対象資産が値下がりした場合

には、基準価額の下落要因となります。

2

当ファンドの基準価額等の推移

（期間：2013年9月20日（設定日）～2020年5月29日）

※本資料では、「国際 アジア・リート・ファンド（通貨選択型）」を構成する4本のファンドを総称して「当ファンド」と、また各々を「各通貨コース」または「各ファンド」
ということがあります。
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・基準価額、基準価額（分配金再投資）は、1万口当たりであり、運用管理費用（信託報酬）控除後の値です。・信託報酬率は、後記の「ファンドの費用」に記載しています。
・基準価額（分配金再投資）は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境
の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。また、税金・手数料等を考慮しておりません。

為替ヘッジなしコース（毎月決算型） 円コース（毎月決算型）

インド・ルピーコース（毎月決算型） インドネシア・ルピアコース（毎月決算型）

純資産総額（億円）【右軸】

基準価額(円)【左軸】

基準価額（分配金再投資）(円)【左軸】

設定・運用は販売会社（購入・換金の取り扱い等）

販売会社は右記の三菱ＵＦＪ国際投信の照会先で
ご確認いただけます。


